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第１ 概要等 

１ 目的 

  北茨城市民病院（以下、「当院」という。）の指定場所において、病院利用者等のサ

ービス向上及び職員の利便性向上を図るため、売店を運営する事業者（以下、「事業

者」という。）を公募型プロポーザル方式により選定する。 

 

２ 業務概要 

（１） 業務名 

北茨城市民病院売店運営 

 （２） 業務内容 

     別紙、「北茨城市民病院売店運営事業者募集要項」のとおり。 

 （３） 業務場所 

     北茨城市民病院 １階売店（専有面積 45.96 ㎡） 

 （４） 業務期間 

 令和６年４月１日から令和８年３月３１日まで（３か年） 

 なお、上記期間終了後も事業者が売店の運営を希望する場合は、上記期間終 

了の６か月前までに当院に書面にて通知すること。その場合、売店の運営状 

況、収支実績等を評価し、期間延長の可否を決定する。 

  （５） 契約方法等 

      北茨城市民病院事業行政財産使用料徴収規程に基づく行政財産使用許可 

（６） 施設使用料等 

ア 月額使用料 

月間売上金額に１００分の５を乗じた額（ただし、月間売上金額が５， 

０００，０００円以上の場合は、月間売上金額に１００分の６を乗じた 

額）に事業者が使用した電気、上下水道等の料金その他必要な経費を加算 

した額（北茨城市民病院事業行政財産使用料徴収規程による） 

 ただし、事業者から上記の額を超える提案があった場合はその額 

    イ 納付方法 

      売上金額を毎月２０日締めで月末までに当院に報告し、翌月末日までに納 

付すること。 

  （７） 必要経費等の負担 

      次に掲げる費用は、すべて事業者の負担とする。ただし、使用許可部分に係 

る消防設備点検等の建物維持管理に要する費用は当院が負担するものとする。 

     ア 使用許可部分に係る光熱費（個別メーターによる使用実績とする。） 

     イ 使用許可部分に係る清掃及び廃棄物等の処理経費 

     ウ 通信運搬費、消耗品費及びその他売店の運営に関する一切の経費 

     エ 利用者による使用許可部分の設備汚損及び破損に対する対応経費 

     オ 売店の運営にあたり、利用者に損害を与えた場合の損害回復及び賠償経費 

     カ 使用許可部分に係るセキュリティー経費、商品等に係る火災保険料等 
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     キ 別表、設備仕様に記載のない設備及び什器備品等に係る費用 

     ク その他当院が事業者に負担を求める経費 

 

３ 病院概要 

（１） 所 在 地 茨城県北茨城市関南町関本下１０５０番地 

（２） 建   物 鉄筋コンクリート造（一部 PCaPC・免震構造）５階建（地下１ 

階、地上４階） 

（３） 診 療 科 内科、循環器内科、消化器内科、外科、消化器外科、整形外 

科、脳神経外科、小児科、泌尿器科、産婦人科、眼科、歯科口 

腔外科、耳鼻咽喉科、皮膚科、麻酔科、放射線科 

（４） 病 床 数 １８３床（一般病床１３７床、療養病床４６床） 

          病床利用率 ５９．４％（令和４年度実績） 

（５） 患 者 数 外来患者 １日あたり  ３７８．４人 

          入院患者 １日あたり  １１４．０人 

（令和４年度実績） 

（６） 職 員 数 ２９１人（令和６年１月現在、会計年度任用職員含む。） 

（７） 外来診療日 月曜日から土曜日（第２・４土曜日、祝日及び年末年始（１２ 

月２９日から１月３日まで）を除く。） 

（８） 初診受付時間 ８時３０分から１１時００分まで 

  （９） 病棟面会時間 １５時００分から１９時００分まで 

            （令和６年１月現在、原則面会不可） 

 

４ 運営基本条件（要求水準） 

  以下の運営基本条件（要求水準）を満たすこと。なお、要求水準を超える提案を可

とする。 

 （１） 営業日 

     当院の外来診療日（月曜日から金曜日及び第１・３・５土曜日（祝日、年末

年始（１２月２９日から１月３日まで）を除く。））を営業日とすること。 

     上記の拡大は事業者の自由提案とする。 

（２） 営業時間 

      平 日 午前９時から午後６時まで 

      土曜日 午前９時から午後１時まで 

     上記の拡大は事業者の自由提案とするが、消灯時間（午後９時）に配慮する 

こと。 

  （３） 取扱商品 

      飲食物（弁当、おにぎり、パン、乳飲料等）、菓子、新聞雑誌類、日用雑 

貨、紙おむつ、パジャマ、下着類、その他当院の要請に応じた医療衛生材料 

等、利用者の嗜好に幅広く対応し、かつ入院患者の生活必需品に配慮した品揃 

えを行うこと。 

  （４） 販売を禁止するもの 
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      アルコール類、たばこ及びその他療養に適さないもの並びに賞味期限間際や 

傷もの商品 

  （５） 販売価格 

      地域の小売店舗における標準的な価格を参考とすること。 

  （６） 売上実績額の正確な記録 

      施設使用料等の算定基礎となる売上金額は、ＰＯＳシステム等で正確に記録 

し、当院に報告すること。 

  （７） 運営全般に係る遵守事項 

     ア 本事業は、病院運営の重要な要素であることを十分認識し、病院運営に貢 

献すること。 

     イ 店舗内で常駐する従業員は、前述の内容を自覚し、清潔感ある身なりで業 

務にあたるとともに、利用者に対し誠実な対応に努めること。 

     ウ 事業者は、店舗内で常駐する従業員に対し、積極的に接遇研修等の実施に 

務めること。 

     エ 売店等の運営に関する権利は、第三者に譲渡又は転貸しないこと。 

     オ 食品衛生法、病院管理上の諸規則及びその他法令等を遵守すること。 

     カ 売店等の陳列台、販売商品等の搬入は、当院が指定する時間帯及び経路に 

従うこと。 

     キ 商品補充（売切れ防止等）、金銭管理（つり銭対応含む。）等の売店の運営 

に関する維持管理は、事業者が対応すること。 

     ク 販売商品の問合せ、苦情等は、事業者の責任において迅速に対応するこ 

と。 

     ケ 店舗内及びその周辺を清潔に保ち、病院の美観及び衛生環境を損なわない 

こと。 

     コ 店舗内に事業者や商品販売と関係のない広告を掲示しないこと。 

     サ その他、本事業に関し、当院の指示がある場合は速やかに対応すること。 

     シ 事業撤退の際は、撤退日の６か月前までに当院に書面で通知すること。ま

た、次の出店事業者への引継ぎに全面的に協力すること。 

 

第２ 参加資格 

次の要件を全て満たす者であること。 

 １ 売店を運営できる法人、個人事業主又は複数の事業者で構成される事業者連合体と

する。なお、事業者連合体の場合は、代表者を定めること。 

 

２ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当 

しない者及び同条第２項の規定による入札参加の制限を受けていない者。  

 

３ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立中又は更生 

手続中でない者。 
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４ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立中又は再生 

手続中でない者。 

 

 ５ 公租公課に未納がない者。 

 

６ 北茨城市暴力団排除条例（平成２４年条例第３号）第２条第１号又は同条第３号の 

規定に該当しない者。 

 

７ 食料品、飲料及び日用雑貨等を販売する売場面積が、当院と同等以上の小売店舗を 

過去１年以上継続して健全な経営を行っている者であること。 

 

 ８ 食品衛生法及び薬事法等の関係法令の規定に基づく許認可等（届出を含む。）が必 

要な場合は、応募の時点においてそれらを有する者であること。 

 

第３  プロポーザル実施スケジュール  

内容 日程 

公募開始 令和６年 １月２４日（水） 

質問書受付期限 令和６年 １月３１日（水）１７時まで 

質問回答期限 令和６年 ２月 ２日（金）１７時まで 

参加申込書・企画提案書受付期限 令和６年 ２月 ７日（水）１７時まで（必着） 

審査結果通知 最優秀提案者選定後速やかに通知 

行政財産使用許可に関する手続き 令和６年２月中旬頃を予定 

 

第４ 参加申込手続き 

１ 提出書類 

 各１部、企画提案書は１１部を提出すること。なお、公的機関が発行する書類は、 

発行日から３か月以内のものとする。 

（１） 参加申込書  （様式第１号） 

（２） 参加資格確認書（様式第２号） 

（３） 誓約書    （様式第９号） 

（４） 商業登記簿謄本（履歴事項全部証明書）原本、個人の場合は住民票原本 

（５） 本要項４（２）に係る必要な許認可等を証する書類の写し（必要に応じ） 

（６） 法人税（個人の場合は住民税）、消費税及び地方消費税に係る納税証明書 

原本 

（７） 本社又は本店所在地及び北茨城市における食品衛生法に基づく行政処分の 

有無に関する証明書（過去１年分）の原本 
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２ 提出期間等 

令和６年１月２４日（水）から令和６年２月 ７日（水）１７時まで 

 

３ 提出方法 

 持参又は郵送で提出すること。 

 郵送の場合は、提出期限日の午後５時当院必着とする。 

 

４ 提出先 

 〒３１９－１７１１ 茨城県北茨城市関南町関本下１０５０ 

 北茨城市民病院 事務部 総務課（担当：星、野木） 

 電 話 ０２９３－４６－１１２１ 

 ＦＡＸ ０２９３－４６－６５２６ 

 E-mail by-soumu@city.kitaibaraki.lg.jp 

 

５ 書類作成上の注意 

（１） 提出書類は原則Ａ４版とする。 

（２） 提出書類の作成及び提出に係る一切の費用は、事業者の負担とする。 

 

６ 参加の辞退 

   参加申込の後に参加を辞退する場合には、参加辞退届（様式第６号）を下記へ提出

すること。 

 

 ７ 現地説明会 

   本件に関する現地説明会等は行わない。 

 

 ８ プレゼンテーション等 

   本件に関するプレゼンテーション及びヒアリング等は行わない。 

 

第５ 質問の受付及び回答の公表 

１ 提出方法 

  本プロポーザルに参加するにあたって質問事項がある場合は、期限内に質問がある 

旨の電話連絡をしたうえで、質問書（様式第３号）をメールに添付して提出するこ 

と。ただし、提案書の作成に必要な事項及び本事業の実施に係る条件に限るものと 

し、評価及び審査に係る内容など本事業の提案に必要ないと判断される質問は受け付 

けない。 

 

２ 提出期限 

  令和６年１月３１日（水）１７時まで 
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３ 提出先 

  本要項の第４の４に同じ 

 

４ 回答 

質問への回答は、競争上の地位その他の正当な利害を害するおそれのあるものを除 

き、随時病院のホームページ上で公表する。ただし、質問者は公表しない。  

 

第６ 企画提案書の作成及び提出 

１ 提出書類 

企画提案書（様式第４号）１１部（原本１部、写し１０部）に企画提案書等提出届 

（様式第５号）１部を付して提出すること。 

 

２ 提出期限 

  令和６年２月７日（水）１７時まで 

 

３ 提出先 

  本要項の第４の４に同じ 

 

４ 書類作成上の注意 

（１） 提出書類は原則Ａ４版とする。 

（２） 企画提案書は、分かりやすく簡潔に記載すること。 

（３） 企画提案書の提出後の追加及び修正は認めない。 

（４） 提出書類の作成及び提出に係る一切の費用は、事業者の負担とする。 

 

５ 回答 

質問への回答は、競争上の地位その他の正当な利害を害するおそれのあるものを除 

き、当院のホームページ上で公表する。ただし、質問者は公表しない。  

 

 

第７ 審査及び選定の方法 

１ 審査委員 

  審査及び選定は、当院が別に定める委員を構成員とする「北茨城市売店運営事業者 

選定公募型プロポーザル審査委員会」（以下、「審査委員会」という。）が行う。 

 

２ 参加資格の確認 

  当院は、提出された書類が本要項で定める参加資格に係る要件を満たしているかを 

確認し、その結果を参加申込者に書面にて通知する。 
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３ 企画提案書等の確認 

  当院は、提出された企画提案書が本要項で定める部数等の要件を満たしているかを 

確認する。不備があった企画提案書は無効とする。 

  

４ 審査の実施 

  書面審査により行う。 

 

５ 審査方法 

審査委員会において企画提案書の内容について下記評価基準に基づき評価し選定す 

る。 

選定については、委員ごとに評価店の合計が最も高い事業者から順位をつけ、１位 

とした委員の人数が最も多い事業者を最優秀提案者とし、次点を優秀提案者とする。 

 １位とした委員の人数が同数の場合は、委員の評価合計点の総合計が最も高い事業 

者を最優秀提案者とする。 

 参加事業者が１者の場合は、各委員の評価合計点の平均が６０点以上であれば、そ 

の事業者を最優秀提案者とする。 

 

 ６ 評価基準 

  （１） 評価内容と配点 

評価項目 評価内容 評価の視点 配点 

営業内容 店舗の運営方針

及び収支計画 

店舗の設置目的を理解し、利用者のニーズに

合致したコンセプトとなっているか。車いす

利用者等への配慮があるか。収支計画は算出

根拠が適切で健全か。 

10 

営業日及び営業

時間 

当院の要求水準を満たしているか。要求水準

を超える提案があるか。 
10 

商品・サービス

の構成及び価格 

商品や取扱いサービスの構成が利用者のニー

ズに合致しているか。利用しやすい価格であ

るか。電子決済等の多様な支払方法に対応し

ているか。 

10 

その他自由提案 利用者の満足度向上につながる取組みがある

か。他社にない優位性、特徴のある事項があ

るか。 

10 

実施体制 従業員配置及び

利用者対応 

従業員の接遇教育や配置人数は適切か。利用

者からの要望や苦情への対応方法は整備され

ているか。 

10 

地域、当院への

貢献 

従業員の地元雇用など地域への貢献はある

か。イベントの企画や大規模災害時における

協力体制はどうか。 

10 
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危機管理 事故防止対策が整備され、事故への対応が速

やかに行えるか。大規模災害時の業務継続体

制はどうか。 

10 

営業実績 事業実績 過去の業務実績が十分であり、店舗を運営す

る能力を備えているか。 
5 

財務状況 財務状況が健全で、店舗の運営にあたり経営

の安定性が十分か。 
5 

出店料率 提案出店料率 売上歩合率の設定はどうか。 20 

合計 100 

 

（２） 評価点 

評価基準 
得 点 

２０点 １０点 ５点 

Ａ 特に優れている ２０点 １０点 ５点 

Ｂ 優れている １６点 ８点 ４点 

Ｃ 標準的である １２点 ６点 ３点 

Ｄ やや劣っている ８点 ４点 ２点 

Ｅ 劣っている ４点 ２点 １点 

 

 ７ 審査後の手順 

  （１） 選定結果は、審査の対象となったすべての事業者に書面にて通知し、最優秀 

提案者及び次点の優秀提案者とした者の名称は、当院ホームページで公表す 

る。 

 （２） 最優秀提案者は、当院と業務場所の使用について企画提案書に基づき協議の 

上、当院の決定を受けることにより使用者となる。ただし、最優秀提案者と協 

議が整わなかった場合は、次点の優秀提案者を最優秀提案者とする。 

  （３） 行政財産使用許可は、上記の協議が終了した後に行うものとする。 

 

 ６ 選定の取り消し 

最優秀提案者となった者が、地方自治法施行令第１６７条の４第１項及び第２項の 

規定に該当するに至った場合又は北茨城市物品調達及び委託業務等に係る指名希望業 

者資格審査要領第１０条の規定による資格取消の処分を受けた場合は、最優秀提案者 

の選定を取り消すものとする。この場合は次点の優秀提案者を最優秀提案者とする。 

 

第８ 留意事項 

１ 実施要項等の承諾 

事業者は、参加申込書の提出をもって、本要項に記載された内容及び条件等をすべ 

て承諾したものとみなす。 
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２ 提出書類の取り扱い 

（１） 提出後の修正等は認めない。ただし、当院が内容に疑義等があると判断し、 

補正又は内容追加等（内容の補強は含まない。）を求めたときは、この限りで 

はない。 

  （２） 提出された書類（電子媒体を含む）は、本選定以外の目的には使用しない。 

また、提案者に無断で公表、複製及び使用することはできない。ただし、北茨 

城市情報公開条例に基づき公開する場合がある。 

（２） 提出された書類（電子媒体を含む）は返却しない。 

 

 ３ 費用の負担  

本プロポーザルへの参加に要する費用は、全て参加者の負担とする。 

 

４ 無効となる参加申込書、提案書等  

参加申込書、提案書等が次の条件に一つ以上該当する場合は無効とする。  

（１） 提出の方法や提出された日等が、本要項の定めと合致しないもの。 

（２） 本要項で指定する様式以外を使用したもの。ただし、指定がないものはこの 

限りではない。 

（３） 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。 

（４） 虚偽の内容が記載されているもの。 

 

５ 複数提案の禁止 

  事業者は、複数の提案を行うことはできない。 

 

６ 秘密の保持 

参加者は、業務の遂行上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。業務期間の終了 

又は解除後も同様とする。 

 

 ７ 営業活動の禁止 

事業者は、公募開始の日から最優秀提案者等の選定が終了するまでの間、審査委員 

会の委員及び当院職員に対して営業活動を行うことはできない。 


